
2011 年 12 月 26 日

四国電力社長 千葉 昭 様

原発をなくし、自然エネルギーを推進する

高知県民連絡会準備会

伊方原発の停止・廃炉及び自然エネルギーへの転換を求める要請

安定電力の確保に向けたご尽力に敬意を表します。

私たちは、脱原発の政治方針確立と福島原発事故の完全な収束と避難・補償対

策などを求め、県内の平和運動団体、市民運動グループなど２１の団体・グルー

プにより結成した組織です。10 月 29 日には、250 名の人々が私たちの訴えに賛
同いただき集会を開催し、別添の決議を確認したところです。3 月 11 日には県内
各地からの参加者を募り、さらに大規模な集会を企画しています。

また、12 月 8 日には、私たちも含む脱原発を願う四国 4 県の多くの市民による
「伊方原発差し止め訴訟」が提起されているところです。

私たちの主張の基本は、決議の通りですが、このたび、具体的な要請事項を下

記のとおりまとめましたので、貴職の考え方をお示しいただくとともに、積極的

に対応いただきますよう申し入れます。

原発をなくし、自然エネルギーを推進する高知県民連絡会準備会

（連絡先：平和運動センター TEL 875-7274、平和委員会 TEL  823-8334）



記

① 伊方原子力発電所沖合 6～7km にある世界最大級の中央構造線活断層によ
る強地震、高津波、地盤崩壊などの安全性を考慮し、伊方原発は廃炉を視野

に停止し、再稼働しないこと。

② 高知県との間で、貴職が愛媛県と締結しているものと同様の原子力安全協

定を締結すること。

③ 使用済み核燃料の管理・貯蔵の安全性、搬出計画などを明らかにすること。

④ 原発の安全神話が崩壊し、環境汚染、機関の定まらない住民非難が続いて

いる現状を真摯に受け止め、脱原発の方向性を明らかにして、太陽光・太陽

熱・風力・地熱などの自然エネルギーによる発電対策を進めること。

⑤ 放射性物質の漏れ、拡散状況などに対する管理体制の強化をはかるととも

に、その数値を常時四国各県の県民に公表すること。


